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  地球一括計上 

課題名 東アジアにおけるハロカーボン排出実態解明のための高頻度・高精度モニタリング研究 

担当研究機関 独立行政法人国立環境研究所 

研究期間  

平成21－23年度 

 

合計予算額 

(当初予算額   

ﾍﾞｰｽ) 

 103,681千円（うち23年度 33,746千円） 

 

研究体制 

東アジアにおけるハロカーボン排出実態解明のための高頻度・高精度モニタリング研究  

 （独立行政法人国立環境研究所） 

＜研究協力機関＞AGAGE(Advanced Global Atmospheric Gases Experiment） 

研究概要 

１．序（研究背景等）  

フッ素を含む長寿命のハロカーボンは強力な温室効果気体である。これらの中で、塩素あるいは臭

素を含むクロロフルオロカーボン（CFC)、ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）およびハロン

は成層圏オゾン破壊物質でもあるため、オゾン層保護のためのモントリオール議定書による削減対

象となっている。一方、塩素・臭素を含まないハイドロフルオロカーボン(HFC）、パーフルオロカ

ーボン（PFC）、六フッ化硫黄（SF6）は二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素と共に温暖化防止のための

京都議定書による規制対象になっている。現在、大気中のCFCは減少傾向にあるが、CFCの暫定的な

代替品であるHCFCと、HFC、PFC、SF6の京都議定書対象ハロカーボンは年々増加している 1)。このよ

うなハロカーボン排出に占めるアジアの比率は近年高まっている。しかし、この地域における排出

量については、日本などを除くと、信頼できる統計情報が乏しい。そのため、先行の地球一括プロ

ジェクト「東アジアにおけるハロゲン系温室効果気体の排出に関する観測研究」（H17～H20）2)にお

いて。GC/MSによるハロカーボンの定常的な高頻度観測を波照間島と落石岬で立ち上げ、トップダウ

ン方式による排出量の推定に着手した。 

本課題では、これらハロカーボン類の観測を発展的に継続して長期～短期濃度変動を正確に把握す

ると共に、東アジアにおける地域（国）別ハロカーボン排出量のモデル解析を進めた。観測におい

ては、測定法の精緻化と対象成分の拡張を進めて、最終的にCFC６種、HCFC５種、HFC９種、PFC４種、

SF6、ハロン２種を含むハロカーボンの高精度・高頻度モニタリングを定常化した。排出量の解析に

おいては、詳細な観測データと輸送モデルを組み合わせた逆解析手法を用いて、主要なHCFC、HFC、

PFCの中国、北朝鮮、韓国、日本、台湾からの地域（国）別排出量を明らかにすると共に、2006～2010

年における中国起源排出量の経年変化を推定した。 

アジアからのハロカーボン排出が、グローバルな存在量や将来の濃度トレンドを大きく左右する状

況にある中で、我が国が系統的なハロカーボン観測を進めて濃度変動を把握し、その解析によって

東アジア地域のハロカーボン排出動向を明らかにすることは、温暖化政策立案のための重要な貢献

となる。 

 

２．研究目的 

本研究の目的は、東アジアの影響を検出するのに適したバックグラウンドステーションにおける高

感度・高精度・高頻度の多成分ハロカーボン観測により、それらの大気濃度変動を正確に把握するこ

とと、観測・モデルの連携によって東アジア域における地域（国）別のハロカーボン排出実態を定量

的に評価することである。 

１)波照間島と落石岬において自動連続大気濃縮／GC-MS測定を実施し、ハロカーボン類（PFC、HFC、

SF6、CFC、HCFC）の詳細な濃度変動を明らかにする。 

２)観測されたハロカーボン濃度の変動による2005～2011年の間の放射強制力の変化を明らかにする。 

３)ハロカーボン観測システムの改良によって測定精度を向上させると共に、新規代替フロンの排出に

対応して測定対象化合物を拡げる。 

４)波照間島と落石岬におけるハロカーボン観測データと大気輸送モデルを使って、東アジアにおける

地域（国）別ハロカーボン排出量を推計する。統計データに基づくボトムアップ推計値を検証する

と共に、統計でカバーされない化合物と地域についても排出量の推定を可能にする。 

５)国際的な共同研究とデータの一般公開によって、グローバルなハロカーボン排出量分布の解明に寄

与する。 

６)最終的には、京都議定書およびモントリオール議定書に関わるハロカーボン類について日本～東ア

ジア～グローバルレベルの対策立案に必要な知見を提供する。 
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３．研究の内容・成果 

（１）波照間島と落石岬におけるハロカーボン観測とトレンド 

波照間島と落石岬においてCFC (CFC-11, CFC-12, CFC-113, CFC-114, CFC-115)、HCFC（HCFC-22, 

HCFC-141b,HCFC-142b, HCFC-123, HCFC-124）、HFC（HFC-23, HFC-134a, HFC-152a, HFC-32, HFC-125）、

PFC（PFC-116, PFC-218, PFC-318）、SF6、ハロン (H-1301, H-1211)の毎時間測定を継続すると共に、

新たにHFC-227ea、HFC-143a、HFC-245fa、HFC-365mfcとCFC-13を測定対象に追加した。測定システム

は当観測のために開発したもので、小型冷凍機内に置いたトラップに大気を濃縮して、その加熱脱着

成分をGC-MS(Agilent、6890/5973)で分析する。小型冷凍機の使用によって液体窒素などの寒剤を使

用せずに低沸点成分を濃縮することが可能になっている。すべての操作は自動化されており、また国

立環境研究所に設置したPCからのリモート制御が可能である 3)。 

本研究期間中（2009年4月～）に両ステーションでそれぞれ17,000組以上のデータセットを得て、

前期プロジェクト開始時点から観測しているハロカーボンについては、７年以上のデータが蓄積され

た。その一部を図１に示す。HCFC、HFC、SF6については増加傾向が、CFCについては減少傾向が続い

ていることが明らかとなった。以下、それらの変動の特徴について述べる。 

①  HCFC：本研究期間中に波照間と落石で観測されたHCFC-22、HCFC-141b、HCFC-142bの平均年増加

率は、それぞれ3.4%/y、4.0%/y、3.5%/yであった。HCFC-142bについては増加の鈍化傾向が見られ

た。これらの季節変動は、落石では余り顕著でないが、波照間では冬のベースライン濃度が夏より

も高く、汚染イベントも多くなる傾向が見られた。冬の波照間島には中・高緯度から気団が流入し、

アジア大陸の影響を受けやすいことが、夏に比べて高濃度のベースライン濃度をもたらしているも

のと考えられる。このような両ステーションにおける季節変化の違いは、HFCやSF6の場合にも観測

された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．波照間島と落石岬における大気中ハロカーボン濃度の観測例 

(a)HCFC-22、(b) HCFC-142b、(c)HFC-134a、(d)HFC-32、(e) SF6、(f)CFC-113 

左：波照間島(2004 年 5 月～2012 年 2 月)、右：落石岬（2006 年 9 月～2012 年 2 月） 

 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(e) 

(f) 
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図２．マルチディメンジョナル GC/MS/mECD シス

テムの概略図  

②  HFC：波照間島と落石岬で複数年の観測を行ったHFCはいずれも増加傾向を示し、HFC-134aは2005

年の37pptから2011年には66.9pptにほぼ倍増し、HFC-32は2005年の1.5pptから2011年には6.2pptと

4倍以上になった。2008～2009年に観測を開始したHFC-125とHFC-227eaも年10％以上の増加を示し、

2011年の平均ベースライン濃度はそれぞれ12.0pptと0.88pptであった。新規測定対象化合物のう

ち、HFC-143a、HFC-245fa、HFC-365mfcについては、新たに測定条件を整えて、2011年から測定を

開始した。これらの波照間島・落石岬における平均ベースライン濃度は、HFC-143a：14.0ppt、

HFC-245fa：1.75ppt、HFC-365mfc：0.95pptに達しており、次々と開発される代替フロンが大気中

で蓄積を始めていることが分かった。HFC濃度の季節変動はHCFCと同様に波照間では冬の方が夏よ

りも高く、落石では顕著な違いは見られなかった。年平均のベースライン濃度は、ほとんどのHFC

について、波照間よりも落石において高かったが、HFC-23の場合は逆であった。これは、(3)節の

モデル解析で示されるように波照間に近い中国がHFC-23の最大排出国であることと整合している。 

③  SF6：波照間島と落石岬における2011年の平均ベースライン濃度はいずれも7.6pptで、過去3年間

の増加率は3～5％/yであった。 

④  CFC：現時点ではフッ素を含むハロカーボン全体の60％以上（モル換算）を占めている。主要な

CFCであるCFC-11、CFC-12、CFC-113、CFC-114とCFC-115はいずれも減少傾向を示した。CFC-113の

減少率が最も大きく（-1.2％/y）、CFC-11がこれに続いた（-0.6％/y)。CFC濃度は波照間において

も夏と冬でほとんど差がなく、HCFC、HFC、SF6のような増加傾向を示すハロカーボンとは異なり、

南北の濃度差が小さいことが示唆された。 

⑤  PFC：PFC-116、PFC-218、PFC-318はいずれもわずかな上昇傾向にあり、2011年のベースライン

濃度と過去3年間の年変動率(波照間と落石における平均)は、PFC-116：4.1ppt（+1.9％/y)、

PFC-218：0.6ppt（+2.6％/y）、PFC-318：1.4ppt（+2.1％/y）であった。2011年から定常観測を開

始したPFC-14については、落石岬で79.5pptが観測された（(２)節参照）。 

⑥  ハロン：2011年のベースライン濃度と過去3年間の年変動率(波照間と落石における平均)は、

H-1301：3.4ppt（+0.4％/y)、とH-1211：4.2ppt（-1.8％/y）であった。大気寿命の比較的短いH-1211

が顕著な減少傾向を示した。 

これらの観測を基に、波照間で観測されたベースライン濃度と各成分の放射効率(IPCC 第4次評価

報告書 4)の表2.14)を使って、ハロカーボンによる放射強制力が過去６年間にどのように変動したか

を算出した。その結果、2005年～2011年のハロカーボン変動による放射強制力の増減を積算すると、

ネットで＋0.013W/m2を上回ることが分かった。その主な内訳は、HCFC増加による＋0.012 W/m2、CFC

減少による－0.007 W/m2、HFC増加による+0.007 W/m2で、その他のハロカーボンの増減による寄与は

小さい。CFC減少の効果をHCFCとHFCの増加の効果が上回っている。今後、CFCの減少は続き、HCFC濃

度は頭打ちになると予想されるので、HFCの動向がハロカーボン全体の放射強制力の増減を支配する

ことになると考えられる。 

 

（２）ハロカーボン高頻度モニタリングの高精度化 

ハロカーボン測定法の精緻化に向け、異なる液相や固相を持つカラムについてハロカーボン類の分

離特性を調べて最適カラムを検索すると共に、それらを組み合わせたマルチディメンジョナルGCによ

るハロカーボンの測定について検討を行い、新しいシステムを構築した。 

分離能の検討を以下のカラムについて行った：(1)アルミナ（Al2O3/KCl）PLOT（0.32mm × 50m)、
(2)GS-GasPro（0.32mm × 50m）、(3)InertCap-1（0.32mm × 5 m × 60m）。これら3種のカラムを従

来のカラム（PoraBOND-Q）と比較したところ、アルミナPLOTカラム及びGS-GasProカラムは、完全に

ハロゲン化された炭化水素（CFCs, PFCs, Halon）について、PoraBOND-Qを凌ぐ良好な分離能を持つ

ことが示されたが、トリクロロエタンなど一部の

成分が分解することがわかった。InertCap-1カラ

ムについては、四塩化炭素など高沸点成分の分離

がPoraBOND-Qより優れていることがわかったが、

HFC-23などの一部の低沸点成分に不十分な分離が

認められた。そのため、分離不十分なピークを性

質の異なるカラムに導入して再分離を行うマルチ

ディメンジョナルGCによるハロカーボン類の測定

について検討を行った（図２)。マルチディメンジ

ョナルGCにおける複数本のカラムの切り替えに

は、圧力差で流路の切り替えを行うディーンズス

イッチを用い、2nd検出器には、ハロゲン（フッ素

を除く）に対して高感度な電子捕獲型検出器（ECD）
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図３．東アジアにおける HFC-23 排出マップの計算結果  
米印は中国と日本における既知の HCFC-22 製造工場所在地を

示す（原図はカラーである。米印付近を中心に高めの地域が点在する。） 

を採用した。マルチディメンジョナルGCによるハロカーボン類の分離特性については、膜厚5 m以上

のInertCap-1とPoraBOND-Qを組み合わせることで、従来PFC-14の測定を行う上で妨害となっていたク

リプトン（Kr）のピークをPFC-14と分離できることがわかった。 

測定法の評価のため、再現性や直線性に関する実験や実大気の連続観測などを行った。その結果、

相対標準偏差（RSD）はほとんどの成分について2%以下であり、PFC-14（RSD=0.23%）や四塩化炭素

（RSD=0.53%）などについてマルチディメンジョナルGCを用いたことによる改善が認められた。試料

量を１Lとした場合の検出限界（S/N=2）はMSで検出される成分については従来法と同程度であるが、

ECDで検出される成分には改善が見られた（例えば、四塩化炭素の検出限界は約1pptから0.02pptに改

善した）。 

平成23年6月に、落石ステーションの測定システムを改修し、大気濃縮装置/マルチディメンジョナ

ルGC/MS/ECDシステムに更新した。当初、PFC-14の妨害成分となるKrとの分離を確認するためにKr

（m/z=84）をモニターしていたことにより、PFC-14のピークの後ろにわずかなうねりが生じ、PFC-14

のピークを精緻に積分する上で障害となっていた。9月末にKrのモニターを取りやめたことにより、

この問題は解決された。観測されたPFC-14の変動は小さく、その濃度は約79.5pptで安定していた。

この平均濃度は、落石と同緯度帯に位置するAGAGEステーション（Trinidad Head, 米国カリフォルニ

ア州）における値（2008年の大気濃度と平均的な経年増加率に基づく2011-2012年の推定値）と一致

している。また、トリクロロエタンと四塩化炭素については、マルチディメンジョナルGCによる分離

とECDによる高感度な検出により、定量結果のばらつきが著しく低減され、より精緻な観測が可能と

なった。 

 

（３）国際共同研究による東アジアにおけるHFC、HCFC排出量の解析 
（ノルウエー大気研究所、ソウル大学、中国気象アカデミー他との共同研究） 
国際共同研究として、2008年時点で代替フロンを含むハロカーボン類の高精度・高頻度モニタリン

グを実施している東アジアの４ステーション（日本の波照間島と落石岬、韓国のGosan(33.3ºN、126.2

ºE)、中国のShangdianzi(40.7ºN、117.1ºE)）の観測データを利用して、排出量分布のモデル解析を

行った。対象ハロカーボンはHCFC-22, HCFC-141b, HCFC-142b、HFC-23, HFC-134a, HFC-152aの６成

分とした。逆モデル解析は、ノルウェー大気研究所のDr. Andreas Stohlにより、ラグランジュ粒子

拡散モデルFLEXPARTを使った20日間のバックワードシミュレーションに基づいて行われた。FLEXPART

のアウトプットとして得られるemission sensitivityは、そのまま逆アルゴリズムに取り込むことが

できる。観測値とモデルによる計算結果が最もよく合う排出分布を見つけ出す逆計算は、Stohl et 

al.(2009)5)と同様に行った。HCFCとHFCに対するa priori排出量については、文献情報とUNEP、EDGAR、

日本のPRTRなどのデータベースおよび人口分布を組み合わせて最適値を推定した。HCFC-22濃度の観

測値と計算値の時系列（3時間毎）を比較した結果、計算結果は最もリモートサイトにある落石の汚

染エピソードをよく捉えており、両者の間に非常に高い相関がみられた（a prioriとa posteriori

排出量を使った場合にそれぞれra
2=0.63、rb

2=0.70）。波照間の場合にも相関は高く（特に、a posteriori

の結果）、ra
2=0.43、rb

2=0.63であったが、Gosanではra
2=0.25、rb

2=0.44、Shangdianziではra
2=0.19、

rb
2=0.26と、低い相関がみられた。 

各成分について水平分解能が1゜×1゜のa prioriとa posterioriの排出マップが得られた。HFC-23

の排出分布の計算結果(図３)にはこの化合物

の主要な排出源であるHCFC-22生産工場所在

地との対応も見られた。最適なa posteriori

排出量を国/地域（中国、北朝鮮、韓国、日本、

台湾）別に集計した結果、いずれのガスも中

国からの排出量が群を抜いて大きく、東アジ

アにおける中国の寄与は67%（HFC-134a）～

93％(HFC-23)に上った。日本の寄与は

3%(HFC-23)～19％（HFC-152a）であった。ま

た、グローバルな排出量見積もりと比べた場

合でも、中国からの排出量は、HCFC-22：17%, 

HCFC-141b: 22%, HCFC-142b:17%, HFC-134a: 

9%, HFC-152a：7%, HFC-23: >50%と大きな割

合を占めた。 

日本のHCFC排出量については、HCFC-22と

HCFC-142bのa priori排出量に2007年のPRTR 

（Pollutant Release and Transfer Register） 
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統計値を用いたが、最適a posteriori排出量としてこれらに近い値が得られたことから妥当な推定

値であったと考えられる。一方、HCFC-141bのPRTR排出量は6.6kt/年で、本研究の結果に比べて6倍と

過大な推定になっている。また、日本のHFC排出量については、HFC-23がGIOによる2007年の見積もり

（19t/y）より相当多く排出されていること、HFC-134aについてはUNFCCCへの2007年報告値（2.8 kt/y)

と近く、HFC-152aはUNFCCCへの2007年報告値（1.6 kt/y)に比べて半分近くになっていることなどが

明らかになった。 

（４）東アジアにおけるPFC排出量分布の解析 

波照間島及び落石岬のモニタリングステーションにおいて、大気中PFC類（PFC-116, PFC-218, 

PFC-318）の高頻度・高精度観測を実施し、観測されたデータ（～2009年9月）について、(３)節と同

様の手法で、東アジア（中国、日本、北朝鮮、韓国、台湾）における国別排出量の推定を行った。A priori

排出量分布は、UNFCCCによるインベントリー、全球のPFC排出量（後述）、人口分布などを組み合わ

せて推定した。 

大気観測によって得られたPFC類ベースライン濃度の年増加率（年1～3％）を基にそれらの全球排

出量を推定し、PFC-116、PFC-218、PFC-318についてそれぞれ2.2±0.3kt/y、0.4±0.1kt/y、0.6±0.2 

kt/yを得た。観測データを逆問題法によって解析した結果、posterioriの排出量分布にはa priori

と比べて上海や台北などの都市域における排出量の増加が認められた。この結果は、都市域やその周

辺に半導体工場などのPFC排出源が集積している実態を、波照間島と落石岬におけるモニタリングデ

ータと逆問題法がうまく捉えたことを示していた。 

計算されたa posteriori排出分布を各国毎に集計した結果、東アジア（中国、日本、北朝鮮、韓国、

台湾）におけるPFC排出量は、PFC-116：0.859kt/y、PFC-218：0.310kt/y、PFC-318：0.562 kt/yと推

定された。これらは、前述のグローバルなPFC排出量の40%（PFC-116）から75%以上（PFC-218、PFC-318）

に相当したことから、東アジアはPFC類の非常に大きな排出域となっていることが初めて明らかにな

った。中でも中国は東アジア全体におけるPFC排出量の半分以上を占める最大の排出国であった。中

国は世界最大のアルミニウム生産国であるが、これに由来するPFC類の排出（アルミニウム生産量の

統計値と生産量当りのPFC排出量から推定）は、PFC-116排出量の約3割に過ぎず、中国からのPFC類の

排出には半導体産業などアルミニウム産業以外の寄与が大きいと考えられた。中国に次いで排出量の

多かった日本については、アルミニウム産業による排出は無視できるほど小さく、PFC排出量の大部

分が半導体産業などに由来すると考えられた。一方、世界の半導体産業を担っている日本、韓国、台

湾によるPFC排出量は、全世界の16%（PFC-116）から35%（PFC-218）と比較的小さいことがわかった。

この結果は、これらの国の半導体産業による自主的なPFC削減プログラムが奏功していることを示唆

する。 

PFC-116とPFC-218については、その後、韓国のGosanステーションの観測結果に基づいて同様の排

出量解析が報告されたが 6)、国別排出量の推定値は本研究の結果と概ね一致している。 

 

（５）カップルド輸送モデルと逆解法を用いたハロカーボン排出量経年変化の解析 

波照間島と落石岬で観測された HCFC（HCFC-22, HCFC-141b, HCFC-142b）と HFC（HFC-23, HFC-134a, 

HFC-152a）のデータを基に、ラグランジュ型モデルである FLEXPART とオイラー型輸送モデル NIES

輸送モデルに基づくカップルド輸送モデル 7)を使って、東アジア域におけるハロカーボン排出量とそ

の経年変化を調べた。まず、EDGAR による排出量データベース ver. 4.2 と各化合物の OH 反応速度定

数および OH 濃度の分布（Transcom-CH4 intercomparison8)）を用いて、グローバルな濃度変動を計

算した。これを観測値のトレンドに合わせて補正して、バックグラウンド濃度を求めた。次に、波照

間島における観測値からこのバックグラウンド濃度を差し引き、短期間の輸送と放出のみに関係する

成分を抽出した。HCFC-22 とその他の化合物のバックグラウンド補正濃度はいずれも高い相関を示

し、その回帰線の傾きの平均を次の逆モデル解析において HCFC-22 以外の成分の a priori 排出量を

与える際に利用した。  

HCFCとHFCのフラックスを推計するための逆モデル解析にはベイズ手法を用いた。ベーシックな手

法では、マトリックス の対角行列を仮定するが、本研究では空間的なグラジエントを表現するため

の非対角項も考慮した。A prioriの放出分布については、まずEDGARのフラックスを検討したが、領

域レベルのフォワードシミュレーションでよい結果が得られなかったため、CO2の化石燃料排出の分

布をプロキシパターンとして利用した。フラックスの逆計算は各成分、各年（2006～2010）について

行った。HCFC-22のa prioriフラックスは(３)節の結果およびKim et al.(2010)9)の結果を基に

70kton/yとして、他の化合物に対しては上で述べたHCFC-22に対する回帰直線の傾きからa priori排

出量を決めた。逆モデルの範囲は東経100～130度、北緯20度～50度で、フラックスは年中一定である

とみなして、個々のグリッドと各年における平均フラックスを推定した。この逆計算されたフラック
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スを国別に積算して、中国のフラックスを推定した。2008年の排出量について(3)節の結果と比較す

ると、HFC-23とHFC-152aについては、約2倍の放出量となり、その他については比較的よく一致した。

HCFC-22の排出量は2008年に一旦減少したもののその後増加して2010年には75kton/yに上っている。

一方、HFC-23とHFC-152の排出量は2007年の極大後減少傾向にあり、HCFC-141bとHCFC-142bは極大年

が１～２年遅れている。HFC-134aは2006年から2009年までに40％近く増えたのち、2010年には前年の

20％近く減少している。各化合物の排出量のHCFC-22に対する比は、平均では、観測濃度の回帰線の

傾きに近くなっているが、年によってはかなり異なる場合もあり、今後、さらに解析を進める予定で

ある。各年のフラックス分布から、上海、台北、ソウルを含むグリッドが大きなHCFC-22排出地域で

あり、ソウルからのHCFC-22排出は2009年、2010年に増えていることなどが示唆された。 

 

４．考察 

波照間島と落石岬におけるハロカーボン類の高頻度観測を続け、それらの東アジアにおけるベース

ライン濃度の経年変動を明らかにした。HCFC、HFC、SF6 の大気中濃度には引き続き顕著な増加傾向が

見られた。これらのハロカーボン濃度の変動は 2005 年～2011 年に少なくとも 0.013W/m2 の放射強制

力の増加をもたらしたことを示した。マルチディメンジョナル GC/MS/ECD システムの導入によって四

塩化炭素と PFC-14の測定精度を大きく向上させると共に、測定対象を拡張して最終的に PFC4種、HFC9

種、SF6、HCFC5 種、CFC6 種を含む 31 種類のハロカーボン高精度モニタリングを定常化した。観測と

輸送モデルを組み合わせた国際共同研究では、東アジアにおけるフッ素系温室効果気体（HCFC-22, 

HCFC-141b, HCFC-142b、HFC-23, HFC-134a, HFC-152a）の排出量を、初めて国／地域（中国、北朝鮮、

韓国、日本、台湾）別に推計した。いずれのガスも中国からの排出量が群を抜いて大きく、世界的に

見ても相当の割合を占めていることが分かった。PFC-116、PFC-218、PFC-318 についても、波照間／

落石における観測結果とモデル解析により東アジアにおける国別排出量を推定し、中国の寄与が特に

大きいことを明らかにした。さらに、NIES 輸送モデルと FLEXPART を組み合わせたカップルド輸送モ

デルを使って、中国からのハロカーボン排出量の経年変化を解析し、HFC-23, HFC-152a, HCFC-142b

については、2008 年以降減少している可能性の高いこと等を示した。 

本研究では、高精度の観測とモデル解析によって、東アジアにおけるハロカーボンの排出実態を明

らかにすることができた。波照間・落石における観測データはグローバルなハロカーボン研究にとっ

ても重要であり、各国からデータを求められている。今後も、高精度な観測を継続し、グローバル～

アジア～日本におけるハロカーボン排出の対策に活かしていくことが必要である。 
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